
国立大学法人兵庫教育大学の役職員の報酬・給与等について

②　役員報酬基準の改定内容

　法人の長

　理事

　理事(非常勤)

　監事

　監事(非常勤)

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,387 11,919 4,468 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

12,950 9,402 3,524 24 (通勤手当)

千円 千円 千円 千円

392 (広域異動手当)

24 (通勤手当)

492 (単身赴任手当)

千円 千円 千円 千円

4,876 4,876 0 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

(　　　　)

千円 千円 千円 千円

966 966 0 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

552 522 0 0 (　　　　)

注１：総額，各内訳について千円未満切り捨てのため，総額と各内訳の合計額は必ずしも一致し
　　ない。
注２：「広域異動手当」とは，国家公務員又は他の国立大学法人等から本学へ異動した役員に本
　　学就任後３年間に限り支給されているものである。
注３：「前職」欄の「◇」は，役員出向者であることを示す。

２　役員の報酬等の支給状況

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長 H22.3.31

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

①　平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

Ａ理事 H21.4.1 H22.3.31

Ｂ理事 H22.3.30 ◇
11,806 7,812 3,085

Ｃ理事
（非常勤）

H22.3.31

監事

Ａ監事
（非常勤）

H22.3.31

Ｂ監事
（非常勤）

H22.3.31

　本学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において，役員の俸給等に，その
者の職務実績に応じ，経営協議会が定める割合を乗じた額としている。

　特になし

　人事院勧告に準拠し，１月１日から俸給月額を０．３％の減額を行い，期
末特別手当（ボーナス）の支給割合を年間で100分の25下げた。

　人事院勧告に準拠し，１月１日から俸給月額を０．３％の減額を行い，期
末特別手当（ボーナス）の支給割合を年間で100分の25引き下げた。

　特になし

　特になし
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支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職
千円 年 月

千円 年 月

   5,993
 (21,667)

     4
   (20)

 　  4
 　 (0)

H21.3.31 －

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 法人での在職期間 摘　　要

法人の長 該当者なし

理事Ａ

理事Ａの業績は法人の
業績に反映すべき顕著
な業績や業務の実績悪
化を認めないので，退
職手当の増減は行わ
ず，職員として在職し
た期間を通算した額を
決定した。

理事Ｂ 該当者なし

監事Ａ
（非常勤）

該当者なし

監事Ｂ
（非常勤）

該当者なし

注：理事Ａについては，役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載するとと
　もに，括弧内に，役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の括弧の
　期間）をもって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。
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イ　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

②　職員給与決定の基本方針

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

ア　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

ウ　平成２１年度における給与制度の主な改正点

６月１日及び12月１日（以下「基準日という。）にそれぞれ在職する職員
に対し，基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じ
て，それぞれ支給割合を決定する。（給与法に準拠）

原則，１年間良好な成績で勤務した者には，４号俸上位の号俸に昇給させ
ることが出来る。（給与法に準拠）

昇格：特に勤務成績が優秀で，かつ本学が定める必要経験年数を有してい
る者は上位の職務の級に決定することが出来る。
（給与法に準拠）
降格：勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することが出来る。
（給与法に準拠）

賞与：勤勉手当
（査定分）

昇　給

昇格・降格

１　職員給与についての基本方針に関する事項

①　人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

Ⅱ 職員給与について

　予算全体に占める割合を前年度以下に抑えることとし，可能な限り抑制するよう努め，現
員見込数に基づく所要額により運用。

　給与法上に定める職種に応じた俸給表を参考とし，毎年の人事院勧告に準拠して給与水準
を決定した。

　職員の勤務成績等に応じて，現に受けている俸給の昇給・昇格・降格及び賞与時期
（６月・12月）における支給割合の増減を行っている。

 ①　人事院勧告に準拠し，１月１日から俸給月額を０．３％の減額を行った。
 ②　期末手当・勤勉手当（ボーナス）の支給割合を年間で100分の35引き下げた。
 ③　自宅に係る住居手当を廃止した。
 ④　特命教員を新設したことに伴い，特命教員に適用する俸給表を新設した。
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①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

255   46.9 7,318  5,383  139  1,935  

人 歳 千円 千円 千円 千円

88   43.8 5,628  4,191  133  1,437  

人 歳 千円 千円 千円 千円

127   50.6 8,745  6,374  157  2,371  

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

37   41.1 6,579  4,912  87  1,667  

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

1   

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

2   

人 歳 千円 千円 千円 千円

4   66.5 4,956  3,655  336  1,301  

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

4   66.5 4,956  3,655  336  1,301  

任期付職員

事務・技術

注４：常勤職員の「その他医療技術職員（看護師）」「その他」については，該当者２人以下の
　　ため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していな
　　い。

注５：「任期付職員（特任教員）」とは，専門分野について高度な実務経験及び教育上の能力を
　　有する者を，教育上の職務に関して特別の契約により教育・研究に従事するもので，特任教
　　授及び特任准教授をいう。

人員区分

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

指定職種

その他医療職種
（看護師）

２　職員給与の支給状況

平成２１年度の年間給与額（平均）

総額

教育職種
（附属義務教育学校教員）

注１：常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注６：在外職員，再任用職員及び非常勤職員については，該当者がいないため記載を省略した。

注２：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注３：「常勤職員（その他）」とは，自動車運転手，調理師である。

特任教員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

その他

その他医療職種
（医療技術職員）

常勤職員

うち所定内
平均年齢

うち賞与
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②

千円 人

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 － －

6 55.7 7,719 8,098 8,235

10 52.5 6,518 6,843 7,210

35 47.0 5,505 5,734 5,980

20 40.8 4,790 5,063 5,475

16 29.9 2,921 3,370 3,611

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

平均年齢

　 ・係員

　年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〔在外職員、任期付職員
及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

　 ・部長

代表的職位

 　・課長補佐

人員分布状況を示すグループ

　 ・主任

　 ・課長

注１：本学では係員は課員，係長は主査の職名を用いている。

注２：部長の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあ
　　ることから，平均年齢及び年間給与額の平均額は表示していない。

　 ・係長

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
0

5

10

15

20

25

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額
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千円 人

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

63 56.0 9,135 9,675 10,150

56 45.9 7,364 7,681 8,004

7 42.5 5,829 6,545 7,134

1 － －

注１：教育職員（大学教員）のうち，年齢２８～３１歳の該当者は１人であるため，当該
　　個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，年間給与額の第１・第３分位
　　及び年間給与については表示していない。

注２：教育職員（大学教員）のうち，年齢３２～３５歳の該当者は３人であるため，当該
　　個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，年間給与額の第１・第３分位
　　については表示していない。

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員））

　・助教

代表的職位

注：助教の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあ
　ることから，平均年齢及び年間給与額の平均額は表示していない。

　・准教授

人員 平均分布状況を示すグループ 平均年齢

　・講師

　・教授

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
0

5

10

15

20

25

30

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位
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③

（事務・技術職員）

計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

課員
課員
主任

主任
主査

主　　査
主　　幹
課長補佐
室　　長

主　　幹
課長補佐
室　　長
課　　長

人 人 人 人 人 人

88 9 8 50 12 3
(10.2%) (9.1%) (56.8%) (13.6%) (3.4%)

歳 歳 歳 歳 歳

28～24 44～30 53～35 59～47 59～54
千円 千円 千円 千円 千円

2,449～
2,122

3,620～
2,513

4,598～
3,180

5,443～
4,463

5,644～
5,015

千円 千円 千円 千円 千円

3,265～
2,840

4,743～
3,380

6,262～
4,305

7,251～
5,977

7,573～
6,874

６級 ７級 ８級

課長 部長 部長

人 人 人

5 1 該当者なし
(5.7%) (1.1%)

歳 歳 歳

59～50
千円 千円 千円

6,985～
5,803

千円 千円 千円

9,379～
7,719

（教育職員（大学教員））

計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

助教
助手

助教
助手

講師 准教授 教授

人 人 人 人 人 人

127 該当者なし 1 7 56 63
(0.8%) (5.5%) (44.1%) (49.6%)

歳 歳 歳 歳 歳

49～32 62～35 64～47
千円 千円 千円 千円 千円

5,532～
3,864

6,469～
4,489

8,631～
5,684

千円 千円 千円 千円 千円

7,567～
5,304

8,853～
6,199

11,689～
7,800

人員
（割合）

区分

年齢
（最高～最低）

年間給与額
（最高～最低）

年齢
（最高～最低）

標準的な職位

区分

所定内給与年額
（最高～最低）

所定内給与年額
（最高～最低）

標準的な職位

年齢
（最高～最低）

所定内給与年額
（最高～最低）

年間給与額
（最高～最低）

注１：当法人における事務・技術職員のうち，７級における該当者が２人以下のため，当
　　該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，「年齢（最高～最低）」以
　　下の事項については，記載していない。

年間給与額
（最高～最低）

　職級別在職状況等（平成22年４月１日現在）(事務・技術職員／教育職員(大学教員))

人員
（割合）

人員
（割合）

区分

標準的な職位

注２：当法人における教育職員（大学教員）のうち，２級における該当者が２人以下のた
　　め，当該個人に関するする情報が特定されるおそれのあることから，「年齢（最高～
　　最低）」以下の事項については，記載していない。
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④

（事務・技術職員）

夏季(６月) 冬季(12月) 計

％ ％ ％

62.9 67.0 65.1

％ ％

37.1 33.0 34.9

％ ％ ％

45.2～
33.3

41.6～
30.3

43.4～
32.1

％ ％ ％

64.2 68.3 66.4

％ ％ ％

35.8 31.7 33.6

％ ％ ％

40.6～
32.4

36.3～
28.5

38.3～
30.4

（教育職員（大学教員））

夏季(６月) 冬季(12月) 計

％ ％ ％

63.7 67.4 65.7

％ ％ ％

36.3 32.6 34.3

％ ％ ％

41.0～
33.3

36.7～
29.8

37.4～
31.6

％ ％ ％

64.4 68.6 66.7

％ ％ ％

35.6 31.4 33.3

％ ％ ％

41.0～
32.8

36.2～
28.9

38.3～
30.8

査定支給分（勤勉相当）

査定支給分（勤勉相当）

区分

管理職員

（平均）

管理職員

一律支給分（期末相当）

一般職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

最高～最低

　賞与（平成21年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員(大学教員))

査定支給分（勤勉相当）

区分

最高～最低

（平均）

（平均）

一般職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

最高～最低

最高～最低
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⑤

82.1

95.8

94.0

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　８９．１

参考 学歴勘案　　　　　８１．８

地域・学歴勘案　　８８．８

９０．３

　　対国家公務員（行政職（一））

（教育職員（大学教員））

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い，当法人の給与を国の給与水準（「対他の国
　立大学法人等」においては，すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与
　水準）に置き換えた場合の給与水準を100として，法人が現に支給している給与費から算出
　される指数をいい，人事院において算出

　　対他の国立大学法人等

（事務・技術職員）

　職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・
　技術職員／教育職員（大学教員））

講ずる措置 国からの財政支出割合を考慮しつつ，適正な給与水準を維持する。

対国家公務員　　８２．１

　　対他の国立大学法人等

内　容項目

　給与水準の比較指標について参考となる事項

指数の状況

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　６６％
（国からの財政支出額　3,722百万円、
  支出予算の総額　    5,642百万円：平成21年度予算）

【検証結果】
国からの財政支出割合は６６％であり，外部資金等の獲得及び自己収
入の増加を図る。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標

注：上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，
　平成21年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した
　指数である。
　　なお，平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職
　（一））との給与水準（年額）の比較指標である。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
(平成21年度)

前年度
(平成20年度)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ) 2,432,265 2,512,510 △80,245 (△ 3.2) △187,755 (△ 7.2)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ) 233,304 238,799 △5,495 (△ 2.3) △19,538 (△ 7.7)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ) 230,064 180,835 49,229 (  27.2) 123,692 ( 116.3)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｄ) 297,557 311,657 △14,100 (△ 4.5) △30,567 (△ 9.3)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

3,193,190 3,243,801 △50,611 (△ 1.6) △114,168 (△ 3.5)

②行革推進法、「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

　ⅲ）人件費削減の取組の進ちょく状況

基準年度
(平成17年度)

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

2,825,377 2,612,687 2,586,049 2,512,510 2,432,265

△7.5 △8.5 △11.1 △13.9

△7.5 △9.2 △11.8 △12.2

③総人件費について参考となる事項

Ⅳ　法人が必要と認める事項

特になし

注１：「非常勤役職員等給与」においては，受託研究費その他競争的資金等により雇用さ
　　れる職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，財務諸表附属
　　明細書の「10役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。
注２：「退職手当支給額」欄は，国の常勤職員に相当する，法人の常勤職員に係る退職手
　　当支給額を計上している。

退職手当支給額

最広義人件費

比較増△減

給与、報酬等支給総額

非常勤役職員等給与

区　　分

福利厚生費

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

　　　総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概ね４％の人件費削減を図る。
　　　人事院勧告に準拠した給与構造改革の見直しを行う。

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減

　特になし

　 総人件費について参考となる事項

　　　総人件費改革の取組状況

①「給与、報酬等支給総額」，「最広義人件費」について
　　　給与、報酬等支給総額については，対前年度比が３.２％の削減となったのは，常勤教
　　職員の採用を計画的に抑制したこと及び賞与の支給割合を引き下げたことが主な要因で
　　ある。
　　　最広義人件費が対前年比１.６％の削減となった主な理由は，給与、報酬等支給総額の
　　減少及び退職者の減少により退職手当額が前年比２.３％の減額となったためである。
　　　なお，前年との比較を行いにくい退職手当支給額を最広義人件費から差し引いても，
　　１.５％の削減となる。

　ⅰ）中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

　　　「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）において示された総人件費改革の実行計
　　画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。
　ⅱ）中期計画において設定した削減目標，国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの
　　方針

注１：「人件費削減率（補正値）」とは，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議
　　決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率
　　であり，平成18年，平成19年，平成20年，平成21年の行政職（一）職員の年間平均給与
　　の増減率はそれぞれ０％，０.７％，０％，▲２.４％である。
注２：基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は，法人移行時の人件費予算相当額
　　を基礎に算出した平成17年度人件費予算相当額である。

人件費削減率
(補正値)(％)
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